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Ⅰ 調査概要 

 

（１）調査の経緯及び目的 

本市は、市民協働の推進を通じて豊かな地域社会を創造することを目的として、「福井市市民協働の推

進及び非営利公益市民活動の促進に関する条例」（平成 16年 3月 26日条例第 2号）を制定し、市民協働

についての基本理念を定めるとともに、市民、非営利公益市民活動団体、事業者及び市の役割を明確化

し、市が行うべき施策を定めている。 

同条例第 9 条では、市が「非営利公益市民活動団体に対し、公共サービスのうちその特性を活かすこ

とのできるものについて、委託その他の方法により協働の機会を拡大する」と明記されていることから、

市は、市民活動団体との協働による事業を積極的に検討し、実施に努めなければならない。 

この調査は、各所属における協働事業の実施又は検討状況を確認することで、本市の市民協働に関す

る推進状況を明らかにするものである。本年度の調査結果は、以下のとおりである。 

 

（２）調査期間 

令和 5年 2月 1日 ～3月 6日 

 

（３）方法 

各所属の市民協働推進員（課長補佐等）に調査票の入力・回答を依頼 

 

（４）調査対象及び回答状況 

全 所 属：115所属（次頁一覧のとおり） 

回 答 数：115所属 

回 答 率：100% 
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令和4年度　調査対象所属及び回答状況の一覧

協働事業数
ボランティア

参加
協働事業数

ボランティア

参加

都市整備課 5 農政企画課 1

都市計画課 2 林業水産課

新幹線整備課 （有害鳥獣対策室 含）

地域交通課 1 農村整備課 1

自転車利用推進課 1 園芸センター

情報統計課 中央卸売市場

（DX推進室 含） 監理課

職員課 道路課 1

（安全衛生室 含） 河川課 2

文書法制課 公園課 3

秘書課 足羽山公園事務所 1

広報課 1 営繕課

総合政策課 住宅政策課

東京事務所 1 市営住宅課

まち未来創造課 建築指導課 1

（移住定住推進室 含） 工事検査課

新幹線プロモーション課 2 技術管理課

女性活躍促進課 1 （福井市技術研修センター 含）

財政課 出納課

施設活用推進課 消防総務課

契約課 予防課 1

市民税課 1 救急救助課 1

資産税課 管制課

納税課 経営管理課

（債権管理室 含） （技術研修センター 含）

市民課 上下水道サービス課

市民サービス推進課 1 水道管路課

消費者センター 2 （給水管理事務所 含）

市民協働・ボランティア推進課 9 水道施設課

危機管理課 1 浄水管理事務所

環境政策課 2 1 簡易水道課

環境廃棄物対策課 下水管路課

収集資源センター 1 雨水対策室 1

クリーンセンター 下水施設課

新クリーンセンター建設事務所 下水施設管理事務所

福祉政策課 2 庶務課

福祉総合相談室 2 議事調査課

生活支援課 教育総務課 1

障がい福祉課 1 学校教育課

地域包括ケア推進課 2 1 （放課後児童育成室 含）

子ども福祉課 5 1 保健給食課 1 1

子育て支援課 北部学校給食センター

介護保険課 南部学校給食センター

保健企画課 美山学校給食センター

保健予防室 生涯学習課 2 1

保健支援室 3 青少年課 5

生活衛生室 1 スポーツ課 2

健康管理センター 2 1 文化財保護課 1 1

保険年金課 図書館 1 2

ワクチン接種推進課 みどり図書館 2 2

商工振興課 桜木図書館 2 2

（企業立地推進室 含）

おもてなし観光推進課 13 1 1

国際室 3

文化振興課 3 合計 115所属 118 18

一乗谷朝倉氏遺跡事務所 5

自然史博物館 1

美術館 1

郷土歴史博物館 2 1

しごと支援課 1

公営競技事務所

消防局

対象所属 対象所属

農林水産部

建設部

工事・会計

管理部

4

都市戦略部

総務部

財政部

1

1

2

福祉部

保健衛生部

市民生活部

商工労働部

教育委員会
事務局

監査事務局

選挙管理委員会事務局

農業委員会事務局

2

1上下水道

経営部

上下水道
事業部

1

議会事務局

2



 

Ⅱ 調査結果 

 

（１）共通票 市民協働、ボランティア活動全般について 

問 1 令和 4 年度に協働事業を実施しましたか。 

 

 

 

 

(問 1 で「実施しなかった」と回答した 60 所属に対して) 

問 1-2 実施しなかった理由は何ですか。(自由記述) 

 

 

 

 

 

問 2 令和 5 年度に協働事業を実施しますか。 

 

 

 

 

(問 2 で「実施しない」と回答した 52 所属に対して) 

問 2-2 実施しない理由は次のうちどれですか。(複数選択可) 〔回答数 54〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答 回答所属数 回答比
実施した 55 47.8%
実施しなかった 50 43.5%
無回答 10 8.7%

合計 115 100.0%

17.3%

0.0%

1.9%

3.8%

5.8%

75.0%

0% 20% 40% 60% 80%

その他（記述内容は下記のとおり）

団体との意見調整や役割分担など、協働の具体的な手法が不明である

団体の選定、公募方法、契約方法など、事務的な手続が不明である

予算、人員が不足している

団体の業務遂行能力に不安がある／協働に適した団体がない

事業の性質が協働に適さない

回答 回答所属数 回答比
実施する 53 46.1%
実施しない 52 45.2%
無回答 10 8.7%

合計 115 100.0%

・市民団体と関わりのある事業がないため 

・機密、財産、個人情報を取り扱う事務のため 

・技術、経験や専門性を要し、市民活動団体に拠り難いため 

・事業内容が対内的な事務であるため 

・協働の具体的な手法が不明だったため 

(協働に適さない理由) 

・機密、財産、個人情報を取り扱う事務のため 

・技術、経験や専門性を要し、市民活動団体に拠り難いため 

・事業内容が対内的な事務であるため 

・法令に定める事務を主に行うため 

(その他の記述) 

・市民団体と関わりのある事業がないため 

・協働で実施した結果、直営で実施できるようになったため 

（39） 

（3） 

（2） 

（1） 

（0） 

（9） 

※令和３年度実施率 41.6％ 
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問 3 令和 6 年度以降も協働事業を実施したいと思いますか。 

 

 

 

 

(問 3 で「実施したくない」と回答した 50 所属に対して) 

問 3-2 実施しない理由は次のうちどれですか。(複数選択可) 〔回答数 54〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 4 協働を推進するために有効だと思われる施策を選択してください。(複数選択可) 〔回答数 220〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

24.0%

0.0%

0.0%

2.0%

6.0%

76.0%

0% 20% 40% 60% 80%

その他（記述内容は下記のとおり）

団体の選定、公募方法、契約方法など、事務的な手続が不明である

団体との意見調整や役割分担など、協働の具体的な手法が不明である

予算、人員が不足している

団体の業務遂行能力に不安がある／協働に適した団体がない

事業の性質が協働に適さない

回答 回答所属数 回答比
実施したい 54 47.0%
実施したくない 50 43.5%
無回答 11 9.6%

合計 115 100.0%

(協働に適さない理由) 

・機密、財産、個人情報を取り扱う事務のため 

・技術、経験や専門性を要し、市民活動団体に拠り難いため 

・事業内容が対内的な事務であるため 

・法令に定める事務を主に行うため 

(その他の記述) 

・市民団体と関わりのある事業がないため 

・協働で実施した結果、直営で実施できるようになったため 

・新幹線開業に向けた取組が終了しているため 

(その他の記述) 

・市民一人一人が協働の重要性を認識すれば団体への参加者も増えると考えられるので、広く啓発活動を行うこと 

・今後、協働に適する案件があった場合には参考となる情報が必要となるので情報共有はできるとよい 

・業務の性質上、協働を推進することが難しく、有効な施策が分からない 

（38） 

（3） 

（1） 

（0） 

（0） 

（12） 

（54） 

（54） 

（40） 

（35） 

（34） 

（3） 2.6%

29.6%

30.4%

34.8%

47.0%

47.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他（記述内容は下記のとおり）

市民活動団体への支援を強化し、協働事業の担い手を育成すること

市民活動団体に対して行政情報を提供し、協働に向けて働きかけること

協働事業に取り組むためのノウハウを庁内で共有すること

市民活動団体との事業協力や意見交換の機会を設けること

市民活動団体や協働事例に関する情報を庁内で共有すること
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問 5 貴所属において、ボランティアの登録制度はありますか。 

 

 

 

(問 5 で「ある」と回答した 15 所属に対して) 

問 5-2 その登録制度の名称を記入してください。 

問 5-3 現在の登録人数を記入してください。 

 

 

問 6 貴所属の関係団体において、ボランティアの登録制度はありますか。 

 

 

 

 

(問 6 で「ある」と回答した 7 所属に対して) 

問 6-2 その登録制度の名称を記入してください。 

問 6-3 現在の登録人数を記入してください。 

 

 

問 7 問 5、問 6 で回答した登録制度以外に、ボランティアが参加する事業はありますか。 

 

 

 

 

(問 7 で「ある」と回答した 11 所属に対して) 

問 7-2 当該事業又はボランティアの名称を記入してください。 

問 7-3 当該事業又はボランティアの概要を記入してください。 

 

 

問 8 貴所属のいずれかの事業において、ボランティアに参加してほしいと思いますか。 

 

 

 

 

  

➡ 詳細は 別表 1 のとおり 

➡ 詳細は 別表 1 のとおり 

➡ 詳細は 別表 1 のとおり 

回答 回答所属数 回答比
ある 15 13.0%
ない 90 78.3%
無回答 10 8.7%

合計 115 100.0%

回答 回答所属数 回答比
ある 7 6.1%
ない 90 78.3%
無回答 18 15.7%

合計 115 100.0%

回答 回答所属数 回答比
ある 11 9.6%
ない 87 75.7%
無回答 17 14.8%

合計 115 100.0%

回答 回答所属数 回答比
参加してほしい 43 37.4%
参加してほしくない 56 48.7%
無回答 16 13.9%

合計 115 100.0%
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別表 1 

問5-2・3 所属におけるボランティア登録制度の名称と登録人数
番号 所属 名称 登録人数
1 女性活躍促進課 福井市縁活お助け人 11人

2 環境政策課 福井自然ファンクラブ 312人

3 地域包括ケア推進課 介護サポーターポイント制度 850人

4 子ども福祉課 学習支援ボランティア 39人

5 健康管理センター 食生活改善推進員 103人

6 おもてなし観光推進課 福井フィルムコミッションエキストラ 26人

7 自然史博物館 自然史博物館ボランティア 50人

8 郷土歴史博物館 制度には名称はありません 63人

9 足羽山公園事務所 足羽山公園遊園地ボランティア 23人

10 保健給食課 食育サポーター事業 個人:11人、団体:6団体

11 生涯学習課 高齢者人材活用派遣事業 46人

12 文化財保護課 文化財保護センターボランティア 1人

13 図書館
①図書館ボランティア
②ブックスタートボランティア

①18人
②25人

14 みどり図書館
①図書館ボランティア
②ブックスタートボランティア

①18人
②25人

15 桜木図書館
①布絵本製作ボランティア
②ブックスタートボランティア

①18人
②25人

問6-2・3 関係団体におけるボランティア登録制度の名称と登録人数
番号 所属 名称 登録人数
1 福祉政策課 福井市赤十字奉仕団 2,481人

2 地域包括ケア推進課 全国キャラバンメイト連絡協議会 656人

3 生活衛生室 動物ボランティア 457人

4 おもてなし観光推進課 ふくい観光おもてなしガイド 62人

5 国際室
①日本語指導ボランティア
②通訳ボランティア
③協力ボランティア

①43人
②101人
③74人

6 文化振興課 福井市歴史ボランティア「語り部」 72人

7 選挙管理委員会事務局 福井市明るい選挙推進協議会 15人

問7-2・3 登録制度を除いてボランティアが参加する事業、ボランティアの名称とその概要
番号 所属 名称 概要

1 まち未来創造課 地域の未来づくり推進事業
市民が各々の居住地区におけるまちづくり団体の
活動に参加

2
市民協働・
ボランティア推進課

①クリーンアップ作戦
②ボランティアアカデミー
③市民ボランティア活動促進事業

①福井駅周辺や一乗谷朝倉氏遺跡の清掃ボラン
ティア活動
②体験活動と講座をパッケージにした基礎講座で
親子エコ活動や子ども食堂など分野別に開催
③ボランティア体験としてフードドライブの仕分
け作業の講座を開催

3 環境政策課 足羽山の竹林整備
足羽三山の生態系の保全を目的として、環境活動
団体、地元企業、市民と連携して実施

4 障がい福祉課 福井市長杯卓球バレー大会 卓球バレー大会開催時における競技運営への協力

5 子ども福祉課
①支援対象児童等見守り強化事業
②子どもの見守りスタートアップ支援事業

学習支援や食事の提供等を通じて子どもの見守り
を行うボランティア

6 美術館 市美展ふくい実行委員会 市民の公募美術展の開催、運営

7 園芸センター 越前水仙Rebornプロジェクト
水仙畑の土質調査、栽培試験等に伴う「球根堀上
ボランティア」

8 河川課

①九頭竜川クリーン作戦
②セイタカアワダチソウ駆除ボランティア
③春の足羽川清掃活動
④河川環境保全活動推進事業
⑤まち美化パートナー制度

①九頭竜川河川敷のゴミ拾い清掃活動
②足羽川の河川敷のセイタカアワダチソウ（外来
植物）の駆除
③足羽川河川敷のゴミ拾い清掃活動
④県管理河川において草刈り清掃活動行う団体に
対する補助金交付
⑤市管理河川、水路、河川l公園、市認定里川にお
いて清掃活動を行う団体に対する事業協力

9
学校教育課
 放課後児童育成室

放課後子ども教室推進事業
全ての児童に対して放課後の安全安心な居場所づ
くりを行いながら、地域の教育力を醸成

10 生涯学習課 福井市を美しくする運動 年３回（夏、秋・冬、春）自治会単位で一斉清掃

11 スポーツ課 ファミリーミニマラソン大会
福井フェニックスライオンズクラブ及び福井市ス
ポーツ少年団リーダー会が、マラソン大会の運営
に協力
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（２） A票 令和 4年度に実施した協働事業について 

〔共通票の問 1で「実施した」と回答した 55所属〕 

問 1 協働事業の名称を記入してください。 

 

問 2 協働事業の概要を記入してください。 

 

問 3 協働事業に支出した金額を記入してください。 

 

問 4 協働の形式を選択してください。〔回答数 125〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 5 協働の相手となった団体名を記入してください。 

 

問 6 協働の主な相手となった団体の区分を選択してください。〔回答数 132〕 

 

 

 

 

 

 

問 7 この事業を協働で実施することにより、どのような成果がありましたか。(複数選択可) 〔回答数 236〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6.8%

19.5%

21.2%

35.6%

52.5%

64.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他（記述内容は下記のとおり）

市民ニーズを把握することができた

自立的・継続的な事業にすることができた

関係団体とのつながりが生まれた、強化された

費用・人員面で効率的に事業を行うことができた

市民への普及啓発が進んだ

➡ 詳細は 別表 2 のとおり 

➡ 詳細は 別表 2 のとおり 

➡ 詳細は 別表 2 のとおり 

➡ 詳細は 別表 2 のとおり 

1.6%

7.2%

8.0%

8.8%

16.8%

20.0%

37.6%

0% 10% 20% 30% 40%

後援

情報提供

実行委員会等

共催

事業委託

事業協力

補助・助成

9.8%

14.4%

16.7%

29.5%

29.5%

0% 10% 20% 30% 40%

実行委員会

NPO法人

行政関連団体

市民活動団体、ボランティア団体など

地域団体

(その他の記述) 

・関係団体が持つ知見やノウハウを事業に生かすことができた 

・市民活動団体の目線から福井市を活性化するイベントや市民の意識を啓発する事業を行なうことができた 

・団体の特性(専門性、柔軟性など)を生かして、市民のニーズに応じたきめ細やかで多様な公共サービスが実現できた 

・団体の特性を生かして、市民のニーズに応じたきめ細かなまちづくりのルールが実現できた 

（47） 

（25） 

（21） 

（11） 

（10） 

（9） 

（2） 

（39） 

（39） 

（22） 

（19） 

（13） 

（76） 

（62） 

（42） 

（25） 

（23） 

（8） 
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問 8 この事業を協働で実施するうえで、どのような問題点がありましたか。(複数選択可) 〔回答数 124〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 9 この事業を令和 5 年度も実施する予定ですか。 

 

  

 

 

(問 9 で「実施しない」と回答した 11 所属に対して) 

問 9-2 令和 5 年度にこの事業を実施しないのはなぜですか。〔回答数 11〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答 回答数 回答比
実施する 101 85.6%
実施しない 11 9.3%
無回答 6 5.1%

合計 118 100.0%

10.2%

0.0%

1.7%

5.9%

11.0%

16.1%

60.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他（記述内容は下記のとおり）

行政主導になり、団体の意向を十分に反映できなかった

団体主導になり、市側の意向を十分に反映できなかった

自立的・継続的な事業にすることができなかった

予算・人員を十分に確保することができなかった

団体との意見調整や合意形成が難しかった

特になし

(その他の記述) 

・役割分割や責任の所在が明確でなく、相互依存的な傾向がみられた 

・協働で事業を行っているものの、運営等が市に頼りがちになっている 

・補助金交付に必要な手続きが団体にとっては煩わしいようで、参加を見送った団体もあった 

・団体の構成員の意見等を十分に引き出し、事業に反映することが難しかった 

・コロナ禍で事業を長期休止していたため、再開に際しての打合せ等に時間を多く要した 

・協働することによる団体側のメリットを提示できなかった 

(その他の記述) 

・事業の整理を行い、団体との協働は続ける 

・市の直営事業に変更する 

36.4%

0.0%

0.0%

9.1%

27.3%

27.3%

0% 10% 20% 30% 40%

その他（記述内容は下記のとおり）

事業効果が十分でない

市民活動団体以外の業者へ発注する

団体側の意向

予算・人員を確保できない

他の事業との統廃合

（71） 

（19） 

（13） 

（7） 

（2） 

（0） 

（12） 

（3） 

（3） 

（1） 

（0） 

（0） 

（4） 
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9



10
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（３） B票 令和 5年度に実施を予定する協働事業について 

〔共通票の問 2で「実施する」と回答した 53所属〕 

問 1 協働事業の名称を記入してください。 

  

問 2 この協働事業は、令和 4 年度と比較してどのようなものですか。〔回答数 113〕 

 

 

 

 

 

 

問 3 協働事業の概要を記入してください。 

 

 

問 4 協働の形式を選択してください。〔回答数 120〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 5 協働の主な相手となる団体の区分を選択してください。〔回答数 126〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

➡ 詳細は 別表 3 のとおり 

➡ 詳細は 別表 3 のとおり 

1.8%

1.8%

4.4%

92.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

新規事業として実施する

内容を修正して実施する

昨年と同様に実施する

1.7%

5.8%

6.7%

8.3%

20.0%

21.7%

35.8%

0% 10% 20% 30% 40%

後援

実行委員会等

情報提供

共催

事業委託

事業協力

補助・助成

8.7%

13.5%

19.0%

23.8%

34.9%

0% 10% 20% 30% 40%

実行委員会

NPO法人

行政関連団体

地域団体

市民活動団体、ボランティア団体など

（104） 

（5） 

（2） 

（2） 

（43） 

（26） 

（24） 

（10） 

（8） 

（7） 

（2） 

（44） 

（30） 

（24） 

（17） 

（11） 
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問 6 この事業を協働で実施することにより、どのような成果を期待しますか。（複数選択可）〔回答数 220〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 7 この事業を協働で実施するうえで、どのような問題点を想定しますか。（複数選択可）〔回答数 125〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.0%

0.9%

1.8%

8.8%

12.4%

15.9%

62.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他（記述内容は下記のとおり）

団体主導になり、市側の意向を十分に反映できない

行政主導になり、団体の意向を十分に反映できない

自立的・継続的な事業にすることができない

団体との意見調整や合意形成が難しい

予算・人員を十分に確保することができない

特になし

6.2%

16.8%

26.5%

31.0%

50.4%

63.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他（記述内容は下記のとおり）

市民ニーズを把握することができる

自立的・継続的な事業にすることができる

関係団体とのつながりが生まれる、強化される

費用・人員面で効率的に事業を行うことができる

市民への普及啓発が進む

(その他の記述) 

・団体の特性を生かして、市民のニーズに応じたきめ細かなまちづくりのルールが実現できる 

・市民活動団体の目線から福井市を活性化するイベントや市民の意識を啓発する事業を行なうことができる 

(その他の記述) 

・役割分割や責任の所在が明確でなく、相互依存的な傾向がみられる 

・団体の構成員の意見等を十分に引き出し、事業に反映することが難しい 

・協働で事業を行っているものの、運営等が市に頼りがちになる 

・運営者の負担が大きい 

・地域により温度差があるなど、主体的・自立的な活動が難しい 

・高齢化による人手不足など、担い手の確保が難しい 

 

（72） 

（57） 

（35） 

（30） 

（19） 

（7） 

（71） 

（18） 

（14） 

（10） 

（2） 

（1） 

（9） 
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14



15
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Ⅲ 調査結果の推移 

（１）協働事業を実施した所属の割合 
 

 

 

 

 

 

 

 

（２）協働事業の相手方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）協働事業の形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

76 76 78 89
75 69 68 66 59 57 65

102
124 132

116 124

91 100
118

31.4 32.7 34.0 33.7
30.2

35.6 34.0 33.0 35.2
36.9 38.2

40.4 42.2 44.7 46.6 47.0
41.0 41.6 

47.8 

0

10

20

30

40

50

60

0

40

80

120

160

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

実施事業数（事業） 実施所属割合（％）

17.1 19.1 
23.1 24.3 

14.3 16.0 16.0 10.8 12.7 14.1 14.1 11.4 15.2 12.5 13.5 11.9 11.0 
15.7 14.4 

19.5 
9.0 

14.3 
22.5 

21.4 22.2 22.2 24.3 
25.4 

29.6 

17.9 
32.5 28.0 32.6 31.7 

37.0 
33.0 

31.5 
29.5 

35.4 

36.0 

30.7 

27.1 

32.2 27.2 27.2 
25.7 

31.0 23.9 

25.6 

13.2 15.2 12.5 
16.7 

16.3 
17.0 

18.5 
16.7 

14.6 

19.0 14.3 

18.9 
21.4 24.7 24.7 

25.7 
18.3 22.5 

29.5 33.3 28.8 31.3 23.0 
23.7 31.0 

26.9 
29.5 

13.4 16.9 17.6 
7.2 10.7 9.9 9.9 13.5 12.6 9.9 12.9 9.6 12.9 11.1 15.1 11.1 

8.0 7.4 9.8 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

NPO法人 その他の市民活動 ・ボランティア団体 行政関連団体 地域団体 実行委員会等

22.0 
15.7 17.6 18.0 

23.8 27.2 23.4 24.3 25.4 21.1 
26.9 28.9 

32.6 
27.8 24.1 21.4 

14.4 18.3 16.8 

11.0 
14.6 11.0 9.0 

14.2 8.7 
11.7 9.5 8.5 

5.6 

10.3 6.1 
3.8 

6.3 
6.9 7.9 

4.1 
5.8 8.8 

13.4 
13.5 

9.9 
6.3 

3.6 7.4 7.8 8.1 7.0 

8.5 

7.7 
7.0 7.6 

6.3 
5.2 

3.2 

4.1 

5.8 
8.0 

6.0 
6.7 

11.0 

7.3 

13.1 
16.0 

10.4 10.8 
21.1 

21.2 

14.0 
10.5 9.1 14.6 

18.1 22.2 

23.7 
20.1 

20.0 

40.2 42.7 44.0 

46.8 

39.3 33.3 41.6 41.9 

38.0 

38.0 32.1 
35.1 

28.8 
34.0 32.8 29.4 

40.2 
38.5 

37.6 

3.7 2.3 1.0 

0.0 

0.0 0.0 
1.3 0.0 

0.0 
2.8 

2.6 8.9 
10.5 

6.8 8.6 
8.7 2.2 1.9 

1.6 

3.7 4.5 5.5 
12.6 

6.0 7.4 3.8 5.4 
0.0 2.8 6.4 3.5 7.6 4.2 4.3 7.2 11.3 9.6 7.2 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

事業委託 共催 実行委員会等 事業協力 補助・助成 後援 情報提供

（１）協働事業を実施した所属の割合 
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資 料 
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事  務  連  絡 

令和５年 ２月 １日 

所属長各位 

市民協働・ボランティア推進課長 

 

市民協働の進捗状況に関する調査について（依頼） 

 

本市では、「福井市市民協働条例」に基づき、市民協働の推進に取り組んでいるところ

です。市民活動団体等と行政が対等なパートナーシップのもとに協働することで、より新

しく有効なサービスの実現が可能となります。 

つきましては、本市の市民協働の推進状況を把握するとともに、より一層の推進に向け

た方策を検討していくため、下記について ご回答くださいますようお願いします。 

 

記 

 

１ 調査対象 別紙 調査対象所属一覧 

       ※保育園、消防署、一部の出先機関を除く全所属 

 

２ 調査事項 令和４年度の協働事業実施状況に関する調査 

※詳細は調査票をご参照ください。 

       ※未完了の事業については、年度末時点の見込を入力してください。 

 

３ 回答方法 別添の｢〇〇課 R4協働事業調査票.xlsx｣の各シートに回答をご入力の上 

所属名を変更後、下記の回答フォルダに保存してください。 

       Z:\00照会・回答\【市民協働・ボランティア推進課】協働事業調査\回答フォルダ 

  

４ 調査票 ・共通票･･･【全 所 属】協働事業の実施状況 

・Ａ 票･･･【該当所属】令和４年度に実施した協働事業について 

・Ｂ 票･･･【該当所属】令和５年度に実施予定の協働事業について 

 

５ 回答期限 令和５年３月６日（月） 

 市民協働・ボランティア推進課 

担当：岩尾、島田 

電話：２０－５１０７ 
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R４　調査対象所属一覧
No 部局 所属 No 部局 所属
1 都市整備課 62 農政企画課
2 都市計画課 63 林業水産課
3 新幹線整備課 64 有害鳥獣対策室
4 地域交通課 65 農村整備課
5 自転車利用推進課 66 園芸センター
6 情報統計課 67 中央卸売市場
7 ＤＸ推進室 68 監理課
8 職員課 69 道路課
9 安全衛生室 70 河川課
10 文書法制課 71 公園課
11 秘書課 72 足羽山公園事務所
12 広報課 73 営繕課
13 総合政策課 74 住宅政策課
14 東京事務所 75 市営住宅課
15 まち未来創造課 76 建築指導課
16 移住定住推進室 77 工事検査課
17 新幹線プロモーション課 78 技術管理課
18 女性活躍促進課 79 福井市技術研修センター
19 財政課 80 出納課
20 施設活用推進課 81 消防総務課
21 契約課 82 予防課
22 市民税課 83 救急救助課
23 資産税課 84 管制課
24 納税課 85 経営管理課
25 債権管理室 86 技術研修センター
26 市民課 87 上下水道サービス課
27 市民サービス推進課 88 水道管路課
28 消費者センター 89 給水管理事務所
29 市民協働・ボランティア推進課 90 水道施設課
30 危機管理課 91 浄水管理事務所
31 環境政策課 92 簡易水道課
32 環境廃棄物対策課 93 下水管路課
33 収集資源センター 94 雨水対策室
34 クリーンセンター 95 下水施設課
35 新クリーンセンター建設事務所 96 下水施設管理事務所
36 福祉政策課 97 庶務課
37 福祉総合相談室 98 議事調査課
38 生活支援課 99 教育総務課
39 障がい福祉課 100 学校教育課
40 地域包括ケア推進課 101 放課後児童育成室
41 子ども福祉課 102 保健給食課
42 子育て支援課 103 北部学校給食センター
43 介護保険課 104 南部学校給食センター
44 保健企画課 105 美山学校給食センター
45 保健予防室 106 生涯学習課
46 保健支援室 107 青少年課
47 生活衛生室 108 スポーツ課
48 健康管理センター 109 文化財保護課
49 保険年金課 110 図書館
50 ワクチン接種推進課 111 みどり図書館（含 清水図書館）
51 商工振興課 112 桜木図書館（含 美山図書館）
52 企業立地推進室 113 監査事務局 監査事務局
53 おもてなし観光推進課 114 選挙管理委員会事務局 選挙管理委員会事務局
54 国際室 115 農業委員会事務局 農業委員会事務局
55 文化振興課
56 一乗谷朝倉氏遺跡事務所
57 自然史博物館
58 美術館
59 郷土歴史博物館
60 しごと支援課
61 公営競技事務所

商工労働部

建設部

工事・会計管理部

消防局

企業局

議会事務局

教育委員会事務
局

福祉保健部

保健衛生部

農林水産部

総務部

財政部

市民生活部

都市戦略部

20



【共通票】協働事業の実施状況に関する調査 （全所属必須）
所属名

TEL
回答者

番号 質　問 選　択　肢 回　答　欄
問1 令和４年度に協働事業を実施しまし

たか。

※協働の形式について、詳しくは
C-navi掲載の『用語について』を参
照してください。

①実施した
②実施しなかった

問1で「②実施しなかった」と回答した場合のみ回答してください。
問1-1 【問1】で「②実施しなかった」と回

答した場合のみ、実施しなかった理
由は？（自由記述）

問2 令和５年度に協働事業を実施します
か。

①実施する
②実施しない

問2で「②実施しない」と回答した場合のみ。（「①実施した」と回答した場合は【問3】へ）

⑤、⑥を選択した場合の記述欄

問3 令和６年度以降、協働事業を実施し
たいと思いますか。

①　実施したい
②　実施したくない

問3で「②実施したくない」と回答した場合のみ。（「①実施したい」と回答した場合は【問4】へ）

⑤、⑥を選択した場合の記述欄

⑥を選択した場合の記述欄

①市民活動団体との事業協力や
　意見交換の機会を設けること
②市民活動団体や協働事例に関する
　情報を庁内で共有すること
③協働事業に取り組むためのノウハウを
　庁内で共有すること
④市民活動団体に対して行政情報を提供し、
　協働に向けて働きかけること
⑤市民活動団体への支援を強化し、
　協働事業の担い手を育成すること
⑥その他（自由記述）

協働を推進するために有効だと思わ
れる施策を選択してください。
(複数選択可　３つまで)

問4

【問2】で「②実施しない」と回答し
た場合、実施しない理由は次のうち
どれですか。
(複数選択可　3つまで)

①団体の業務遂行能力に不安がある。
　協働に適した団体がない。
②団体の選定、公募方法、契約方法など、
　事務的な手続が不明である。
③団体との意見調整や役割分担など、
　協働の具体的な手法が不明である。
④予算、人員が不足している。
⑤事業の性質が協働に適さない。
　（その理由を記述してください）
⑥その他（記述してください）

問2-2

①団体の業務遂行能力に不安がある。
　協働に適した団体がない。
②団体の選定、公募方法、契約方法など、
　事務的な手続が不明である。
③団体との意見調整や役割分担など、
　協働の具体的な手法が不明である。
④予算、人員が不足している。
⑤事業の性質が協働に適さない。
　（その理由を記述してください）
⑥その他（記述してください）

【問3】で実施したくない理由は次の
うちどれですか。
(複数選択可　３つまで)

問3-2
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番号 質　問 選　択　肢 回　答　欄
問5 貴所属において、ボランティアの登

録制度はありますか。
※委託事業によるものを含みます。
※交通費や食事代等の費用弁償及び
小額の謝礼(ポイント等を含む)を伴
うものに関しても、ボランティア活
動とします。

①ある
②ない

【問5】で「①ある」と回答した場合のみ。（「②ない」と回答した場合【問6】へ）
問5-2 その登録制度の名称を記入してくだ

さい。
記述してください。

問5-3 現在の登録人数を記入してくださ
い。

記述してください。

問6 貴所属の関係団体において、ボラン
ティアの登録制度はありますか。

①ある
②ない

【問6】で①と回答した場合のみ。（「②ない」と回答した場合【問7】へ）
問6-2 その登録制度の名称を記入してくだ

さい。
記述してください。

問6-3 現在の登録人数を記入してくださ
い。

記述してください。

問7 【問5】、【問6】で回答した登録制
度以外に、ボランティアが参加する
事業はありますか。

①ある
②ない

【問7】で①と回答した場合のみ。（「②ない」と回答した場合【問8】へ）
問7-2 当該事業又はボランティアの名称を

記入してください。
記述してください。

問7-3 当該事業又はボランティアの概要を
記入してください。

記述してください。

問8 貴所属のいずれかの事業において、
ボランティアに参加してほしいと思
いますか。

①参加してほしい
②参加してほしくない

問9 よりよい市民協働の推進、ボラン
ティア活動の促進に向けてのご意見
等がありましたら、お聞かせくださ
い。

記述してください。

ご協力、ありがとうございました。
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【Ａ票】協働事業の実施状況に関する調査 （令和４年度に実施した協働事業について）
共通票の問１で「①実施した」と回答した所属は、この調査票に回答してください。

回答は事業ごとに行い、解答欄が不足する場合には回答列を増やしてください。

所属名
TEL

回答者

番号 質問 選択肢 回答1 回答2

問1
協働事業の名称を記入してくださ
い。

事業名を記述

問2

協働事業の概要を記入してくださ
い。

簡潔にわかりやすく記述

問3
協働事業に支出した金額を記入して
ください。

円単位で金額を記述

問4

協働の形式を選択してください。

※協働の形式について、詳しくは
C-navi掲載の『用語について（参
考）』を参照してください。

①事業委託
②共催
③実行委員会等
④事業協力
⑤補助・助成
⑥後援
⑦情報提供

問5
協働の相手となった団体名を記入し
てください。

団体名を記述

問6

協働の主な相手となった団体の区分
を選択してください。

※団体の区分について、詳しくはC-
navi掲載の『用語について（参考資
料）』を参照してください。

①NPO法人等
②市民活動団体、ボランティア団体
③行政関連団体
④地域団体
⑤実行委員会等

⑥を選択した場合の記述欄 ⑥を選択した場合の記述欄

⑦を選択した場合の記述欄 ⑦を選択した場合の記述欄

問9
この事業を令和５年度も実施する予
定ですか。

①実施する
②実施しない

問9で「②実施しない」と回答した場合のみ。

⑥を選択した場合の記述欄 ⑥を選択した場合の記述欄

ご協力、ありがとうございました。

問9-2

(【問9】で②と回答した場合)
令和５年度にこの事業を実施しない
のはなぜですか。
該当する理由を選択してください。

①事業効果が十分でない。
②予算・人員を確保できない。
③団体側の意向
④他の事業との統廃合
⑤市民活動団体以外の業者へ
　発注する。
⑥その他（記述してください）

①市民ニーズを把握することが
　できた。
②市民への普及啓発が進んだ。
③費用・人員面で効率的に事業を
　行うことができた。
④自立的・継続的な事業にする
　ことができた。
⑤関係団体とのつながりが
　生まれた、強化された。
⑥その他（記述してください）

この事業を協働で実施することによ
り、どのような成果がありました
か。
該当するものを選択してください。
(複数選択可 ３つまで)

問7

問8

この事業を協働で実施するうえで、
どのような問題点がありましたか。
該当するものを選択してください。
(複数選択可 ３つまで)

①団体との意見調整や合意形成が
　難しかった。
②団体主導になり、市側の意向を
　十分に反映できなかった。
③行政主導になり、団体の意向を
　十分に反映できなかった。
④予算・人員を十分に確保する
　ことができなかった。
⑤自立的・継続的な事業にする
　ことができなかった。
⑥特になし
⑦その他（記述してください）
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【Ｂ票】協働事業の実施状況に関する調査 （令和５年度に実施予定の協働事業について）
共通票の問２で「①実施する」と回答した所属は、この調査票に回答してください。

また、協働事業が複数ある場合には、回答列を増やして事業ごとに回答してください。

所属名
TEL

回答者

番号 質問 選択肢 回答1 回答2

問1
協働事業の名称を記入してくださ
い。

事業名を記述

問2
この協働事業は、令和４年度と比較
してどのようなものですか。
該当するものを選択してください。

①昨年と同様に実施する。
②内容を修正して実施する。
③新規事業として実施する。

問3

協働事業の概要を記入してくださ
い。

簡潔にわかりやすく記述

問4

協働の形式を選択してください。

※協働の形式について、詳しくは
C-navi掲載の『用語について（参
考）』を参照してください。

①事業委託
②共催
③実行委員会等
④事業協力
⑤補助・助成
⑥後援
⑦情報提供

問5

協働の主な相手となる団体の区分を
選択してください。

※団体の区分について、詳しくはC-
navi掲載の『用語について（参考資
料）』を参照してください。

①NPO法人等
②市民活動団体、ボランティア団体
③行政関連団体
④地域団体
⑤実行委員会等

⑥を選択した場合の記述欄 ⑥を選択した場合の記述欄

⑦を選択した場合の記述欄 ⑦を選択した場合の記述欄

ご協力、ありがとうございました。

問6

この事業を協働で実施することによ
り、どのような成果を期待します
か。
該当するものを選択してください。
(複数選択可 ３つまで)

①市民ニーズを把握することが
　できる。
②市民への普及啓発が進む。
③費用・人員面で効率的に事業を
　行うことができる。
④自立的・継続的な事業にする
　ことができる。
⑤関係団体とのつながりが
　生まれる、強化される。
⑥その他（記述してください）

問7

この事業を協働で実施するうえで、
どのような問題点を想定しますか。
該当するものを選択してください。
(複数選択可 ３つまで)

①団体との意見調整や合意形成が
　難しい。
②団体主導になり、市側の意向を
　十分に反映できない。
③行政主導になり、団体の意向を
　十分に反映できない。
④予算・人員を十分に確保する
　ことができない。
⑤自立的・継続的な事業にする
　ことができない。
⑥特になし
⑦その他（記述してください）

24



用語について 
 

１ 協働について 

「協働」には様々な捉え方がありますが、本市では平成１６年に「福井市市民協働の推進及び非営利公益市

民活動の促進に関する条例」が施行され、その基本的な理念を明らかにするとともに、「市民協働推進の手引

き」を策定することで、市が取り組むべき協働のあり方を具体的に示しています。 

「協働」とは、市と団体が、共通の課題解決や目標に向けて、対等な立場で協力しながらそれぞれの利点

を生かし事業に取り組むことで、相乗効果が生まれることを目指すものです。 

 

２  非営利公益市民活動団体の区分について 

条例では、協働事業の主な相手を非営利公益市民活動団体としています。非営利公益市民活動団体

とは、非営利かつ公益的な活動を行う団体（法人格の種類や有無は問わない）のことです。 

なお、この調査では、次のように区分します。 

ＮＰＯ法人等 
法人格のある公益団体 

（例）特定非営利活動法人、公益社団法人、一般社団法人など  

市民活動・ 

ボランティア団体 

志を同じくする市民が、その目的達成のために市民活動やボランティア活動を継続

的に行う団体で、法人格を持たない団体 

行政関連団体 

行政が施策の推進のために設立した団体で、市の補助金等により組織を運営した

り、市に事務局を置いて活動したりするなど、市との密接な協力関係にある団体 

（例）市青少年育成市民会議、市民生児童委員協議会連合会など 

地域団体 

市民が居住地域を単位として組織し、本来は共益的な活動を目的とするが、まちづ

くり活動や社会貢献活動にも取り組む団体 

（例）壮年会、婦人会、自治会連合会、老人クラブ、地区まちづくり組織など 

実行委員会等 
協働で事業を行うために設立され、市と上記の団体等で構成する実行委員会・協議

会など 

 

３ 協働の形態について 

協働事業には様々な形態がありますが、その区分は、下表のとおりとします。 

事業委託 

市が行うべき事務事業であるが、専門性、先駆性、柔軟性など非営利市民公益市民

活動団体の特性や能力を活かすことで、よりよい成果やサービスが期待できるとき

に、その全部又は一部を非営利公益市民活動団体に委ねるもの 

共催 非営利公益市民活動団体と市が、共に主催者となって事業を行うもの 

実行委員会等 非営利公益市民活動団体と市が、実行委員会などを設立して事業を行うもの 

事業協力 

非営利公益市民活動団体が市との間で、それぞれの特性を生かすような役割分担を

して、事業を協力して行うこと 

（例）広報協力、まち美化パートナーなど 

補助・助成 
非営利公益市民活動団体が主体となって行う事業で、市が政策的目的達成の観点か

ら資金的支援を行うもの 

後援 
非営利公益市民活動団体が主体となって行う事業で、市が名義後援など資金以外の

支援を行うもの 

情報提供 

非営利公益市民活動団体と市との間で、情報提供、意見交換又は政策提案などの

機会をもつもの（各種審議会の委員登用を除く） 

（例）ワークショップ・フォーラム・懇談会等開催、講師派遣など 
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